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令和元年度渋谷区各会計歳入歳出決算、基金運用状況

及び健全化判断比率の審査の結果について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項、同法第２４１条第５項

及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項の規定により審査に付された令和元年度渋谷区各会計歳入歳出決算、基金運用状

況及び健全化判断比率について審査した結果、次のとおり意見を付する。 
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第１ 各会計歳入歳出決算の審査について 

 

１  審査の対象 

（１）令和元年度渋谷区一般会計歳入歳出決算書 

（２）令和元年度渋谷区国民健康保険事業会計歳入歳出決算書 

（３）令和元年度渋谷区介護保険事業会計歳入歳出決算書 

（４）令和元年度渋谷区後期高齢者医療事業会計歳入歳出決算書 

（５）附属書類 

ア 令和元年度渋谷区各会計歳入歳出決算事項別明細書 

イ  令和元年度渋谷区各会計実質収支に関する調書 

ウ  令和元年度財産に関する調書 

 

２  審査の期間 

令和２年７月６日から同年８月２６日まで 

 

３  審査の方法 

この審査は、上記の各会計歳入歳出決算書及び附属書類について、計数の正否を確認

し、関係帳簿及び証拠書類との照合、関係者からの事情聴取等並びに定期監査及び例月

出納検査の資料を参考として行った。  

 

４ 審査の結果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書、各会計歳入歳出決算事項別明細書、各会計実

質収支に関する調書及び財産に関する調書の様式は、法令の規定に準拠して作成されて

おり、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合した結果、計数は正確で過誤のないことを確認

した。 
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５ 決算規模 

                                  （単位：円） 

（注）指数は、平成 29年度を 100とした。 

区  分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳入 104,988,658,053 106,932,106,228 110,886,834,073

（指数） 100.0 101.9 105.6

歳出 93,429,303,924 96,390,045,670 102,493,741,726

（指数） 100.0 103.2 109.7

差引額 11,559,354,129 10,542,060,558 8,393,092,347

（指数） 100.0 91.2 72.6

歳入 26,772,409,655 24,145,936,385 23,763,012,667

（指数） 100.0 90.2 88.8

歳出 26,239,119,655 23,645,936,385 23,443,614,669

（指数） 100.0 90.1 89.3

差引額 533,290,000 500,000,000 319,397,998

（指数） 100.0 93.8 59.9

歳入 14,284,428,056 14,785,458,758 15,431,808,770

（指数） 100.0 103.5 108.0

歳出 13,598,039,508 13,745,119,973 14,820,855,880

（指数） 100.0 101.1 109.0

差引額 686,388,548 1,040,338,785 610,952,890

（指数） 100.0 151.6 89.0

歳入 5,175,330,120 5,390,117,790 5,450,802,798

（指数） 100.0 104.2 105.3

歳出 5,131,160,046 5,347,474,889 5,418,801,297

（指数） 100.0 104.2 105.6

差引額 44,170,074 42,642,901 32,001,501

（指数） 100.0 96.5 72.5

歳入 151,220,825,884 151,253,619,161 155,532,458,308

（指数） 100.0 100.0 102.9

歳出 138,397,623,133 139,128,576,917 146,177,013,572

（指数） 100.0 100.5 105.6

差引額 12,823,202,751 12,125,042,244 9,355,444,736

（指数） 100.0 94.6 73.0

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険
事 業 会 計

介 護 保 険
事 業 会 計

後期高齢者医療
事 業 会 計

総 額
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(１) 一般会計 

歳入は 7年連続で増加し、前年度比 39億 5,472 万円（1万円未満切捨て。以下同じ。）

（3.7％）増の 1,108 億 8,683 万円、歳出は 3 年連続で増加し、61 億 369 万円（6.3％）

増の 1,024億 9,374万円となっている。 

 

(２) 国民健康保険事業会計 

歳入歳出ともに減少し、前年度比で，歳入は 3億 8,292万円（1.6％）減の 237億 6,301

万円、歳出は 2億 232 万円（0.9％）減の 234 億 4,361万円となっている。 

 

(３) 介護保険事業会計 

歳入歳出ともに増加し、前年度比で，歳入は 6億 4,635万円（4.4％）増の 154億 3,180

万円、歳出は 10億 7,573 万円（7.8％）増の 148億 2,085万円となっている。 

 

(４) 後期高齢者医療事業会計 

歳入歳出ともに増加し、前年度比で，歳入は 6,068 万円（1.1％)増の 54 億 5,080 万

円、歳出は 7,132万円（1.3％）増の 54億 1,880 万円となっている。 

 

(５) 総額 

歳入歳出ともに増加し、前年度比で，歳入は 42億 7,883万円（2.8％）増の 1,555億

3,245万円、歳出は 70 億 4,843万円（5.1％）増の 1,461億 7,701万円となっている。 
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６ 決算収支状況 

（１）一般会計 

（単位：円） 

（注）１ 形式収支額は、収入総額から歳出総額を差し引いた額 

   ２ 実質収支額は、形式収支額から翌年度に繰り越す財源を控除した額 

   ３ 単年度収支額は、当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額 

前年度と比べて、形式収支額は 21 億 4,896 万円（20.4％）減の 83 億 9,309万円、翌

年度に繰り越すべき財源 5 億 5,840 万円を差し引いた実質収支額は、19 億 9,102 万円

（20.3％）減の 78億 3,469 万円、単年度収支額は、実質収支額の減少に伴い赤字となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳 入 総 額 104,988,658,053 106,932,106,228 110,886,834,073

歳 出 総 額 93,429,303,924 96,390,045,670 102,493,741,726

形 式 収 支 額 11,559,354,129 10,542,060,558 8,393,092,347

実 質 収 支 額 11,227,015,977 9,825,719,358 7,834,690,507

単 年 度 収 支 額 1,928,553,466 △ 1,401,296,619 △ 1,991,028,851
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歳入総額の款別の割合は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 平成29年度 割合 平成30年度 割合 令和元年度 割合

特 別 区 税 49,887,354,080 47.5 52,599,023,671 49.2 55,062,246,466 49.7

地 方 譲 与 税 395,791,000 0.4 401,421,000 0.4 407,245,040 0.4

利 子 割 交 付 金 185,236,000 0.2 200,890,000 0.2 154,937,000 0.1

配 当 割 交 付 金 765,562,000 0.7 670,669,000 0.6 774,092,000 0.7

株式等譲渡所得割交付金 772,528,000 0.7 550,256,000 0.5 481,470,000 0.4

地方消費税交付金 8,754,025,000 8.3 7,467,762,000 7.0 7,147,470,000 6.4

自動車取得税交付金 226,995,000 0.2 239,219,000 0.2 120,261,000 0.1

環境性能割交付金 ― ― ― ― 42,493,671 0.0

地 方 特 例 交 付 金 43,208,000 0.0 49,867,000 0.0 469,598,000 0.4

特 別 区 交 付 金 4,216,117,000 4.0 7,356,501,000 6.9 6,562,482,000 5.9

交通安全対策特別交付金 29,120,000 0.0 25,425,000 0.0 23,993,000 0.0

分担金及び負担金 953,823,247 0.9 1,041,543,387 1.0 958,923,052 0.9

使用料及び手数料 5,683,673,267 5.4 5,552,379,383 5.2 6,076,873,114 5.5

国 庫 支 出 金 11,624,272,420 11.1 11,195,425,523 10.5 11,750,801,104 10.6

都 支 出 金 7,034,737,266 6.7 6,031,051,771 5.6 7,067,655,646 6.4

財 産 収 入 3,018,731,175 2.9 789,057,526 0.7 1,272,986,909 1.1

寄 附 金 651,183,691 0.6 51,974,380 0.0 63,160,535 0.1

繰 越 金 9,517,159,311 9.1 11,559,354,129 10.8 10,542,060,558 9.5

諸 収 入 1,229,141,596 1.2 1,150,286,458 1.1 1,908,084,978 1.7

合 計 104,988,658,053 106,932,106,228 110,886,834,073
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歳出総額の款別の割合は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

 

（２）国民健康保険事業会計 

（単位：円） 

形式収支額及び実質収支額は、前年度比 1億 8,060万円（36.1％）減の 3億 1,939万

円となっている。 

単年度収支額は、実質収支額の減少に伴い赤字となっている。 

 

 

 

 

 

 

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳 入 総 額 26,772,409,655 24,145,936,385 23,763,012,667

歳 出 総 額 26,239,119,655 23,645,936,385 23,443,614,669

形 式 収 支 額 533,290,000 500,000,000 319,397,998

実 質 収 支 額 533,290,000 500,000,000 319,397,998

単 年 度 収 支 額 33,290,000 △ 33,290,000 △ 180,602,002

款 平成29年度 割合 平成30年度 割合 令和元年度 割合

議 会 費 736,804,863 0.8 1,029,282,826 1.1 743,720,009 0.7

総 務 費 18,295,446,877 19.6 24,601,871,118 25.5 27,279,383,915 26.6

民 生 費 47,288,979,282 50.6 42,863,731,965 44.5 44,421,494,860 43.3

衛 生 費 3,363,949,635 3.6 3,556,383,201 3.7 4,098,030,454 4.0

環 境 費 4,354,376,610 4.7 4,385,018,499 4.5 4,420,861,228 4.3

産 業経 済費 633,211,747 0.7 738,436,083 0.8 1,092,393,202 1.1

土 木 費 7,655,738,026 8.2 7,560,412,736 7.8 7,797,820,352 7.6

教 育 費 8,768,777,492 9.4 9,444,343,825 9.8 10,563,695,134 10.3

公 債 費 2,078,571,547 2.2 1,882,462,856 2.0 1,774,958,409 1.7

諸 支 出 金 253,447,845 0.3 328,102,561 0.3 301,384,163 0.3

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合 計 93,429,303,924 96,390,045,670 102,493,741,726
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（３）介護保険事業会計 

（単位：円） 

形式収支額及び実質収支額は、前年度比 4億 2,938万円（41.3％）減の 6億 1,095万

円となっている。 

  単年度収支額は、実質収支額の減少に伴い赤字となっている。 

 

（４）後期高齢者医療事業会計 

（単位：円） 

形式収支額及び実質収支額は、前年度比 1,064 万円（25.0％）減の 3,200万円となっ

ている。 

単年度収支額は、実質収支額の減少に伴い赤字となっている。 

  

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳 入 総 額 5,175,330,120 5,390,117,790 5,450,802,798

歳 出 総 額 5,131,160,046 5,347,474,889 5,418,801,297

形 式 収 支 額 44,170,074 42,642,901 32,001,501

実 質 収 支 額 44,170,074 42,642,901 32,001,501

単 年 度 収 支 額 △ 35,916,427 △ 1,527,173 △ 10,641,400

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

歳 入 総 額 14,284,428,056 14,785,458,758 15,431,808,770

歳 出 総 額 13,598,039,508 13,745,119,973 14,820,855,880

形 式 収 支 額 686,388,548 1,040,338,785 610,952,890

実 質 収 支 額 686,388,548 1,040,338,785 610,952,890

単 年 度 収 支 額 113,172,731 353,950,237      △ 429,385,895
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７ 財政状況 

（１）特別区税及び特別区交付金の状況 

（単位：円・％） 

特別区民税は 8年連続で増加しており、前年度比 25億 2,997万円（5.1%）増の 517億

6,231万円となっている。 

特別区たばこ税は 6 年連続して減少が続いている。 

特別区交付金は 7億 9,401万円（10.8％）減の 65億 6,248万円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度 平成30年度 令和元年度

49,887,354,080 52,599,023,671 55,062,246,466

一般会計歳入に占める割合 47.5% 49.2% 49.7%

特 別 区 民 税 46,435,476,419 49,232,345,139 51,762,317,506

軽 自 動 車 税 71,359,600 71,670,890 74,167,392

特 別 区 た ば こ 税 3,380,518,061 3,295,007,642 3,225,761,568

4,216,117,000 7,356,501,000 6,562,482,000

一般会計歳入に占める割合 4.0% 6.9% 5.9%

54,103,471,080 59,955,524,671 61,624,728,466

一般会計歳入に占める割合 51.5% 56.1% 55.6%

合 計

区　分

特 別 区 税

特 別 区 交 付 金
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（２）収入未済額の状況 

（単位：円・％） 

一般会計の収入未済額は 21億 1,021万円で、前年度比 9,572万円（4.8％）の増とな

っている。使用料及び手数料は前年度比で減少しているが、その他は増となっている。 

特別会計の収入未済額は、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計で減少している

が、後期高齢者医療事業会計で増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,952,677,609 2,014,485,707 2,110,212,810

特 別 区 税 1,162,706,069 1,152,452,393 1,155,918,984

収入率（対調定） 97.5% 97.8% 97.9%

分 担 金 及 び 負 担 金 6,112,004 8,357,969 8,564,202

収入率（対調定） 99.3% 99.1% 99.0%

使 用 料 及 び 手 数 料 29,379,483 28,549,495 27,406,438

収入率（対調定） 99.5% 99.5% 99.5%

財 産 収 入 367,871 544,536 9,130,306

収入率（対調定） 99.9% 99.9% 99.3%

諸 収 入 754,112,182 824,581,314 909,192,880

収入率（対調定） 61.9% 58.1% 67.7%

3,290,958,383 3,297,405,429 2,901,710,087

国民健康保険事業会計 3,063,772,173 3,077,982,759 2,697,578,610

介 護 保 険 事 業 会 計 137,219,683 125,728,143 104,548,550

後期高齢者医療事業会計 89,966,527 93,694,527 99,582,927

5,243,635,992 5,311,891,136 5,011,922,897合 計

特 別 会 計 合 計

一 般 会 計
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（３）不納欠損額の状況 

（単位：円） 

一般会計の不納欠損額は、前年度比 670万円（8.6％）減の 7,135万円となっている。 

特別会計では、国民健康保険事業会計が 3億 3,295万円（51.0％）、介護保険事業会

計が 449万円（9.3％）、後期高齢者医療事業会計が 658万円（29.8％）増となったこと

により、合計で前年度比 3億 4,403万円（47.6％）増の 10億 6,744 万円となっている。 

 

（４）積立基金の状況 

（単位：円） 

都市整備基金の現在高は、130億円を新規に積み立てたことなどにより、718億 7,367

万円となっている。 

また、財政調整基金、減債基金及び都市整備基金を除く、その他の基金の現在高は、

介護給付費準備基金において、6 億 9,609 万円の受入額（うち 6 億 9,570 万円は第 6 期

介護保険事業歳計剰余金である。）の分増加し、26億 6,980万円となっている。 

基金現在高は、8年連続して増加し、前年度比 137億 7,411万円（14.2％）増の 1,106

億 187万円となっている。 

       区  分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

169,057,912 78,066,491 71,357,161

特 別 区 税 164,610,941 71,418,742 67,995,616

分 担 金 及 び 負 担 金 637,550 1,351,600 817,000

使 用 料 及 び 手 数 料 0 0 105,881

諸 収 入 3,809,421 5,296,149 2,438,664

767,635,924 723,401,907 1,067,440,384

国民健康保険事業会計 698,638,079 652,746,797 985,699,831

介 護 保 険 事 業 会 計 48,062,845 48,579,410 53,078,153

後期高齢者医療事業会計 20,935,000 22,075,700 28,662,400

936,693,836 801,468,398 1,138,797,545合 計

特 別 会 計 合 計

一 般 会 計

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財 政 調 整 基 金 35,998,589,209 36,032,880,914 36,058,397,681

減 債 基 金 0 0 0

都 市 整 備 基 金 50,276,048,305 58,821,172,572 71,873,678,291

そ の 他 基 金 1,973,433,591 1,973,707,265 2,669,803,510

基 金 現 在 高 88,248,071,105 96,827,760,751 110,601,879,482
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（５）特別区債の状況 

                                  （単位：円） 

平成 27年度から新規発行を行っておらず、特別区債残高は、前年度比 16億 6,313万円

（15.9％）減の 87億 9,985 万円となっている。 

 

 

 

 

 

  

平成29年度 平成30年度 令和元年度

0 0 0

2,078,408,534 1,882,296,008 1,774,958,409

元 金 1,920,427,163 1,749,201,172 1,663,131,083

利 子 157,981,371 133,094,836 111,827,326

12,212,187,636 10,462,986,464 8,799,855,381

区　分

発 行 額

償 還 額

年 度 末 残 高
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８ 決算の概要及び意見 

（１）財政運営 

令和元年度予算は、「渋谷区基本構想」を具体的な施策とした「渋谷区長期基本計

画２０１７－２０２６」、２０１７年度から２０１９年度までの３か年の計画である

「渋谷区実施計画２０１７」に基づいて編成された予算であり、予算編成時は３か年

中２年目にあたり、予算執行時は最終年度にあたる。 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた取組により、

次世代に継承するレガシーを構築するとともに、「渋谷区基本構想」の理念である「ち

がいを ちからに 変える街。渋谷区」の実現を目指し、誰もが自分らしく生きられ

る共助社会へとつながる「人づくり」と、安全・安心かつ未来への活力と魅力へとつ

ながる「まちづくり」を重点として、予算編成を行っている。 

一方で、地方法人課税の一部国税化等の税制改正への影響が必至であり、都市部財

源の地方分配は、これから先も追加されていくことが想定されるため、厳しい財政運

営が強いられる可能性がある中での予算編成となった。 

 

ア 一般会計 

一般会計の歳入決算額 1,108億 8,683万円、歳出決算額 1,024 億 9,374万円、差

引残額 83億 9,309 万円となっている。 

歳入のうち、特別区税は前年度比 24億 6,322万円（4.68％）増の 550 億 6,224万

円で、歳入の 49.66％となっている。地方消費税交付金は前年度比 3 億 2,029 万円

（4.29％）減の 71億 4,747万円、特別区交付金は前年度比 7億 9,401万円（10.79％）

減の 65 億 6,248 万円となっている。環境性能割交付金は令和元年度より歳入科目

として創設され、初年度は、4,249万円となっている。 

収入未済額は前年度比 9,572 万円（4.75％）増の 21 億 1,021 万円、不納欠損額

は前年度比 670万円（8.59％）減の 7,135 万円となっている。 

予算現額に対する収入率は前年度比 0.67 ポイント減の 102.01％、調定額に対す

る収入率は前年度比 0.01ポイント減の 98.09％となっている。 

歳出のうち、総務費は 26億 7,751万円（10.88％）増の 272億 7,938万円、民生

費は、15 億 5,776 万円（3.63％）増の 444 億 2,149 万円、教育費は 11 億 1,935 万

円（11.85％）増の 105億 6,369万円となっている。 

支出済額は 1,024 億 9,374 万円で、前年度比 61 億 369 万円（6.33％）増となっ
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ている。 

予算現額に対する執行率は 94.29％で、前年度を 1.74％上回っている。 

不用額は 52 億 7,119 万円で、前年度比 17 億 2,905 万円(24.70％)の減となって

いる。 

 

イ 国民健康保険事業会計 

収入済額は 237 億 6,301 万円で、収入率は、対予算現額で 100.05％、対調定で

86.67％なっている。 

一般会計からの繰入金は 21億 5,972万円で、前年度比 3億 4,349万円（13.72％）

の減となっている。 

不納欠損額は 9 億 8,569 万円で、前年度比 3 億 3,295 万円(51.01％)の増、収入

未済額は 26 億 9,757 万円で、前年度比 3 億 8,040 万円(12.36％)の減となってい

る。 

支出済額は 234 億 4,361万円で、前年度比 2億 232万円（0.86％）の減となって

いる。 

予算現額に対する執行率は 98.70％で、前年度を 1.54％上回っている。 

不用額は 3億 771万円で、前年度比 3億 8,361万円(55.49％)の減となっている。 

 

ウ 介護保険事業会計 

収入済額は154億3,180万円で、収入率は対予算現額で98.98％、対調定で99.04％

となっている。 

一般会計からの繰入金は 23 億 974 万円で、前年度比 9,843 万円（4.45％）の増

となっている。 

不納欠損額は 5,307 万円で、前年度比 449 万円(9.26％)の増、収入未済額は、1

億 454万円で、前年度比 2,117万円(16.85％)の減となっている。 

支出済額は 148 億 2,085 万円で、前年度比 10 億 7,573 万円（7.83％）の増とな

っている。 

予算現額に対する執行率は 95.06％で、前年度を 3.27％上回っている。 

不用額は 7 億 6,972 万円で、前年度比 4 億 6,030 万円(37.42％)の減となってい

る。 
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エ 後期高齢者医療事業会計 

収入済額は 54億 5,080万円で、収入率は対予算現額で 97.37％、対調定で 97.82％

となっている。 

一般会計からの繰入金は 18 億 6,330 万円で、前年度比 1,571 万円（0.85％）の

増となっている。 

不納欠損額は 2,866万円で、前年度比 658万円(29.84％)の増、収入未済額は 9,958

万円で、前年度比 588万円(6.28％)の増となっている。 

支出済額は 54 億 1,880 万円で、前年度比 7,132 万円（1.33％）の増となってい

る。 

予算現額に対する執行率は 96.80％で、前年度を 0.03％上回っている。 

不用額は 1億 7,926 万円で、前年度比 69万円(0.39％)の増となっている。 

 

オ 基金及び区債 

積立基金は渋谷区財政調整基金が前年度比 2,551万円増の 360 億 5,839万円、渋

谷区都市整備基金が前年度比 130億 5,250 万円増の 718億 7,367 万円、渋谷区介護

給付費準備基金が前年度比 6億 9,609万円増の 14億 8,819万円となっている。 

特別区債は新たな起債は行われておらず、元金償還額 16 億 6,313 万円により、

令和元年度末残高は 87億 9,985万円となっている。 

 

カ 主な財政指標 

地方財政状況調査上便宜的に用いられる会計区分である普通会計ベースで算定

した主な財政指標である財政力指数、実質収支比率、経常収支比率は次のとおりで

ある。 

財政力を示す財政力指数は 0.96（前年度比 0.01ポイント減）、標準財政規模 

65,681,735 千円に対する実質収支 7,777,481 千円の割合を示す実質収支比率は

11.8％（前年度比 3.3ポイント減）、財政構造の弾力性を測定する経常収支比率は

72.9％（前年度比 0.4ポイント減）となっている。 

 

（２）総括意見 

令和元年度は、「渋谷区基本構想」に定めた 7つの分野、すなわち、「子育て・教

育・生涯学習」、「福祉」、「健康・スポーツ」、「防災・安全・環境・エネルギー」、
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「空間とコミュニティのデザイン」、「文化・エンターテインメント」、「産業振興」

及び「区政運営のあり方」において、「渋谷区実施計画２０１７」に基づき、計画の

具体的な実現化が図られた。また、社会経済状況等の変化に対応するため、当該計画

の各事業の検証・見直しを行い、令和 2（2020）年から令和 4（2022）年までの 3 年

間を計画期間とする「渋谷区実施計画２０２０」の策定が進められた。 

一般会計予算は、第５次までの補正を行い、様々な区政課題に積極的な対応が行わ

れた。 

一般会計における歳入総額は、前年度比 39億円余の増で、特別区税が前年度比 24

億円余の増、都支出金が 10 億円余の増によるところが大きい。一方で、一昨年度か

ら昨年度にかけて 31 億円余の増となった特別区財政調整交付金が前年度比７億円余

の減となり、歳入総額のマイナス要因の一つとなっている。 

なお、歳出予算における不用額が 52億円余生じており、前年度比 17億円余減少し

ているものの、依然として多額である。当該事業の所管課は、不用額が生じた各々の

理由を確認するとともに、国や東京都などの社会動向を把握し、幅広い視野からニー

ズを分析して事務事業を見直した上で、適正な根拠に基づき積算を行い予算要求する

よう努められたい。 

収入未済額は増となっており、その要因は、主に諸収入の増によるものである。一

方、調定に対する収入率は前年度比 9.6 ポイント増の 67.7％と上昇し、対前々年度

比よりも改善している。更なる収納率の改善に向けて努力されたい。 

特別会計の国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、後期高齢者医療事業会計に

おいては、おおむね適正な財政運営が行われた。特別会計によっては、保険料の収納

率が上昇傾向にあるが、収入未済額の圧縮に向けた債権管理体制の強化、あわせて職

員の専門能力向上の取組を着実に行うことにより、更なる保険料収納率の向上に向け

創意工夫を図られたい。 

今後の区政運営は、新たに策定された「渋谷区実施計画２０２０」に基づき、当該

計画に盛り込まれた施策の着実な実施に努められたい。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大、東京２０２０オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の延期など劇的に変化した状況下において、新たに生まれた区民ニーズを

的確に把握し、「渋谷区実施計画２０２０」策定時には想定されていなかった課題に

も取り組まれたい。 

さらに、経営資源としての「ヒト」に係る職員人件費・委託料等や今後長寿命化を
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視野に入れた総合的かつ計画的な管理が課題となるインフラ資産を含めた「モノ」に

係る行政コストを、新公会計制度における財務分析手法や公共施設マネジメントシス

テム等から得られる「情報」を活用することにより、資産・負債の面、キャッシュの

流れの面からも「見える化」を進め、予算（「カネ」）を執行する上での一つの「材

料」とされたい。 

基本構想の理念である「ちがいを ちからに 変える街。渋谷区」を真に実現する

ため、職員一人ひとりがこうした「材料」を活用し、効率的かつ効果的な予算執行に

努めることで、新型コロナウイルスとの「共存」が求められている新しい環境下にお

いても、実効性が高い財政運用がなされることを期待する。 
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第２ 基金運用状況の審査について 

 

１  審査の対象 

令和元年度渋谷区介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金運用状況調書 

 

２  審査の期間 

令和２年７月６日から同年８月２６日まで 

 

３  審査の方法 

この審査は、上記の基金運用状況調書について、計数の正否を確認し、関係帳簿との

照合及び例月出納検査の資料を参考として行った。  

 

４ 基金の運用状況 

（１）介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金の目的  

渋谷区介護保険の被保険者が、介護保険法の規定による保険給付の対象となるサー

ビス等を受けた場合において、当該被保険者に対し、保険給付を受けるまで一時的に

負担すべき費用に充てる資金を貸し付けることにより、その生活の安定と福祉の増進

を図る。 

  

（２）基金額  

２，０００万円 

  

（３）運用状況  

基金の年度末現在高及び運用状況は、次表のとおりである。なお、平成１９年度以

降は、貸付実績がない。 

 

     令和元年度末現在高及び運用状況                               （単位：千円） 

基金額 

A 

貸付金額 

B 

返還金額 

C 

貸付現在高 

D(B-C) 

残高 

E(A-D) 

20,000 0 0 0 20,000 
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５ 審査の結果 

基金の運用状況については、調書に基づき関係帳簿等を照合した結果、計数に過誤の

ないことを確認した。 
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第３ 健全化判断比率の審査について 

 

１  審査の対象 

（１）令和元年度決算に伴う健全化判断比率 

（２）健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２  審査の期間 

令和２年７月３０日から同年８月２６日まで 

 

３  審査の方法 

この審査は、区長から審査に付された健全化判断比率が正確に算出され、かつ、その

算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか否かを主眼として実

施した。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率は、関係法令等に基づき、正確に算出され、かつ、そ

の算定の基礎となった事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと

認められた。 

令和元年度決算に伴う健全化判断比率は、下表のとおりである。 

いずれの比率も早期健全化基準を下回っており、特に是正改善を求めるべき事項は

なかった。 

（単位：％） 

備考 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は、 

「－」と記載した。 

  

健 全 化 判 断 比率 平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 早 期 健 全 化 基 準 

実 質 赤 字 比 率 － － － 11.25 

連結実質赤字比率 － － － 16.25 

実 質 公 債 費 比率 △3.7 △3.7 △3.8 25.00 

将 来 負 担 比 率 － － － 350.00 
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５ 個別結果 

（１）実質赤字比率  

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、令和元年度 

は△11.82％と算定され、前年度から 3.26 ポイント増加した。 

なお、実質赤字比率は赤字の比率を示す指標で、実質収支額が黒字（7,764,657 

千円）であり、黒字の場合は「－」表示となる。 

 

一般会計等の実質赤字額（繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）） 

実質赤字比率＝  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

標準財政規模 

 

実質赤字比率の推移                （単位：％） 

 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 

算 定 値 △17.86 △15.08 △11.82 

実 質 赤 字 比 率 － － － 

 

（２）連結実質赤字比率 

全会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、令和元年度は 

△13.28％と算定され、前年度から 4.35 ポイント増加した。 

なお、連結実質赤字比率は赤字の比率を示す指標で、実質収支額が黒字 

（8,727,010千円）であり、黒字の場合は「－」表示となる。 

 

連結実質赤字額（一般会計＋特別会計の赤字額） 

連結実質赤字比率＝  ――――――――――――――――――――――――――――― 

標準財政規模 

 

連結実質赤字比率の推移              （単位：％） 

 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 

算 定 値 △20.01 △17.63 △13.28 

連結実質赤字比率 － － － 
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（３）実質公債費比率 

一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に 

対する比率の過去３か年の平均で、令和元年度は△3.8％と算定され、前年度から 

0.1ポイント減少した。 

 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金) 

－（特定財源＋元利償還金等に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率＝  ――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

標準財政規模－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 

 

実質公債費比率の推移               （単位：％） 

 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 

算 定 値 

（単年度） 
△4.06 △3.89 △3.72 

実 質 公 債 費 比率 

（３か年平均） 
△3.7 △3.7 △3.8 

 

（４）将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で、令和 

元年度は△194.2％と算定され、前年度から 8.3 ポイント減少した。将来負担比率 

は充当可能額が将来負担額を上回り、「－」表示となる。 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率＝  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

                                  標準財政規模－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 

 

将来負担比率の推移                （単位：％） 

 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 

算 定 値 △183.2 △185.9 △194.2 

将 来 負 担 比 率 － － － 

 

 


